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22022年度予算案のポイント

■環境省
・地域脱炭素ロードマップに基づいた脱炭素事業に意欲的に取組む地方公共団体
等に対する交付金を新設（200億円）
・地域レジリエンス強化・脱炭素化、建築物の脱炭素化・レジリエンス強化事業等は
2021年度とほぼ同等の事業内容で継続

■経済産業省
・先進的省エネ投資促進支援事業費補助金、住宅・建築物需給一体化等省エネ
投資促進事業等は2021年度と同等の事業内容で継続
・民間企業の太陽光発電の導入に対する補助金を新設（125億円）

■文部科学省
・公立学校施設に新たに「脱炭素化の推進」が追加され、初めてLED照明が明文化

・カーボンニュートラル（脱炭素化）に向けた取組みを積極推進
・2021年度補正予算に含まれる事業は、概算要求額から減額
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3補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

地域脱炭素移行・
再エネ推進交付金

【環境省】

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対し複数年度に
わたり継続的かつ包括的に交付金により支援
①脱炭素先行地域への支援
②重点対策に取り組む地域えの支援

200億円
（新規）

地方自治体等

太陽光発電
蓄電池
高効率空調
高効率換気等

地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する公共施
設への自立・分散型エネル
ギー設備等導入推進事業

【環境省】

①防災・減災に資する再生可能エネルギー設備、未利用エネルギ
ー活用設備、コジェネレーションシステム並びにそれらの附帯
設備等を導入する費用の一部を補助

②再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行
う事業の費用の一部を補助

20億円
（50億円）

地方自治体
民間事業者等

太陽光発電
蓄電池
高効率空調等

PPA活用等による地域の
再エネ主力化・レジリエンス

強化促進事業
【環境省】

①ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低
減促進事業

②新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業
③再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業
④平時の省CO2と災害時避難施設を両立する直流による建物間
融通支援事業

➄データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業
⑥公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業

38億円
（50億円）

民間事業者等
太陽光発電
蓄電池

地域脱炭素実現に向けた
再エネの最大限導入のた
めの計画づくり支援事業

【環境省】

地方公共団体等による地域再エネ導入の目標設定・合意形成に
関する戦略策定、官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体
制構築、事業の持続性向上のための地域人材育成に関する支援
①地域再エネ導入を計画的・段階的に進める戦略策定支援
②官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築支援
③地域の脱炭素化実装に向けたスタートアップ支援事業

8億円
（12億円)

地方自治体
民間事業者等

計画策定に対
する補助で、
設備に対する
補助は無し

※（ ）内は2021年度当初予算額
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4補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

建築物等の脱炭素化・
レジリエンス強化促進事業

【環境省】

業務用建築物におけるZEB化・省CO2化に資する高効率設備等
の導入を支援
①新築建築物のZEB化支援事業
②既存建築物のZEB化支援事業
③既存建築物における省CO2改修支援事業
④国立公園利用施設の脱炭素化推進支援事業 等

54億円
（60億円）

民間事業者
地方自治体等

高効率空調
高効率換気
太陽光発電
EMS 等

脱炭素イノベーションによる
地域循環共生圏構築事業

【環境省】

(1)地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業
①地域の再エネ自給率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散
型地域エネルギーシステム構築支援事業

②地産地消の自立・分散型エネルギーシステムに係る調査検討業
③屋外照明のスマートライティング化・ゼロエミッション化モデル創
出事業 等

55億円
（80億円）

民間事業者
地方自治体等

太陽光発電
スマート街路灯
ソーラー街路灯

工場・事業場における先導
的な脱炭素化取組推進
事業（SHIFT事業）

【環境省】

①CO2排出量50t以上3000t未満の工場・事業場を保有する
中⼩企業等に対し、CO2排出量削減余地診断に基づく「脱炭
素化促進計画」の策定を支援

②「脱炭素化促進計画」に基づく設備更新の補助 等

37億円
(40億円） 民間事業者 高効率空調

※（ ）内は2021年度当初予算額
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5補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

先進的省エネルギー
投資促進支援事業費

補助金
【経済産業省】

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い設備
の更新等を支援。
これまでの制度の大幅な見直しを行われています。
A 先進事業
B オーダーメイド型事業
C 指定設備導入事業
D エネマネ事業

253.2億円
(325億円）

民間事業者
地方自治体等

高効率空調
調光制御設備
EMS 等

住宅・建築物需給
一体型等省エネルギー

投資促進事業
【経済産業省】

大幅な省エネ実現と再エネの導入により、年間の一次エネルギー消
費量の収支ゼロを目指したZEB,ZEH等への支援
①ZEBの実証支援

(新築:1万㎡以上、既築:2千㎡以上)
②ZEHの実証支援
③次世代省エネ建材の実証支援

80.9億円
(83.9億円)

民間事業者
LED照明
高効率空調
EMS 等

中⼩企業等に対するエネル
ギー利用最適化推進事業

【経済産業省】

エネルギー利用最適化診断や地域プラットフォームの構築など、中
⼩企業等のエネルギー利用最適化を推進するための支援を行う。
(1) エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業
(2) 地域のエネルギー利用最適化取組支援事業

8億円
（8.2億円）

民間事業者等
設備改修に対
する補助はあり
ません

需要家主導による太陽光
発電導入加速化補助金

【経済産業省】

再生可能エネルギーの利用を希望する需要家が、発電事業者や需
要家自ら太陽光発電設備を設置し、FIT/FIP制度及び自己託
送によることなく、再生可能エネルギーを長期的に利用する契約を
締結する場合等の、太陽光発電設備の導入を支援

125億円
(新規)

民間事業者 太陽光発電

※（ ）内は2021年度当初予算額
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6補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

公立学校施設の整備
【文部科学省】

①新時代の学びに対応した教育環境向上と老朽化対策の一体的
整備の推進

②防災・減災、国土強靱化の推進
・避難所としても防災機能強化（空調設置、トイレ改修等）
③脱炭素化の推進
・学校施設のZEB化
（LED照明、高効率空調、太陽光発電等）

688億円
(688億円）

地方自治体
太陽光発電
LED照明
高効率空調等

国立大学・高専等
施設整備

【文部科学省】

①安全・安心な教育研究環境の整備
②機能強化等への対応
③カーボンニュートラルに向けた取組

363億円
(363億円）

国立大学
高専 等

太陽光発電
LED照明
高効率空調等

※（ ）内は2021年度当初予算額
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7地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

脱炭素に意欲的に取り組む地方公共団体等に対する交付金の新設
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8地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

脱炭素先行地域づくりへの支援と、重点対策に取組む地域への支援



© Panasonic Corporation

9地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

補正予算と合わせて90億円で、2021年度予算に比べ2倍弱の額
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10PPA活用等による地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

補正予算と合わせて151.5億円で、2021年度予算に比べ3倍強の額
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11地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業

補正予算と合わせて24.5億円で、2021年度予算に比べ2倍強の額
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12建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

補正予算と合わせて130億円で、2021年度予算に比べ2倍強の額
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13（1）新築建築物のZEB化支援事業

事業内容は2021年度と同様
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14（2）既存建築物のZEB化支援事業

補助率が一律2/3に引き上げ
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15（3）既存建築物における省CO2改修支援事業

事業内容は2021年度と同様
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16（4）国立公園利用施設の脱炭素化推進支援事業

事業内容は2021年度と同様
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17脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

事業内容は2021年度と同様
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18

事業内容は2021年度と同様

（1）地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業
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19工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業【SHIFT事業】

事業内容は2021年度と同様
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20先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金

事業内容は2021年度と同様
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21住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業

事業内容は2021年度と同様
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22中⼩企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業

事業内容は2021年度と同様
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23需要家主導による太陽光発電導入加速化補助金

民間企業等の太陽光発電の導入に対する新たな補助事業
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24公立学校施設の整備

補正予算と合わせて2,000億円の予算で、新たに脱炭素化も推進
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25国立大学・高専等施設整備

補正予算と合わせて1,009億円の予算で、カーボンニュートラルに向けた取組を推進
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26

END


